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1. 本研究の課題
2012 年 3 月の東日本大震災が引き起こした福島第一原発の事故を契機に、国内のほと
んどすべての原子力発電所が発電を停止し、日本は深刻な電力不足に直面した。その対応
として、2014 年 4 月に政府が発表した新しい「エネルギー基本計画」では、再生可能エ



































次に、図 2─2 で月別の変動を見てみると、1 月と 8 月が最も電力需要量が多いことがわ
かる。その一因として、冷暖房の使用頻度が最も高いことが挙げられる。反対に、冷暖房
があまり必要でない 4～6 月、10、11 月は電力需要が比較的少ないことがわかる。このよ
うに冷暖房の使用が電力需要量を左右する要因の一つであると推測できる。
時間帯によっても、電力需要は変わってくる。図 2─3 は、夏期の最大需要発生日にお
ける 1 日の電力需要を表している。これを見ると、9 時～20 時の需要が多いことがわか
る。また、全需要では 11 時～14 時ごろが電力需要のピークで、家庭に限っては日没後の
19 時～20 時が最も電力需要が多いことがわかる。
電力需要のピーク時間はまた、季節によっても変化する。表 2─1 は、2013 年に関して、
1 日のうちで使用電力が最大となった頻度の最も高い時間帯とその日数を月ごとにまとめ
たものである。年間を通して、日没直後の 17 時や 18 時が多くなっている。これは、日没
にともない多くの人が照明を使用するためと推測できる。6 月は雨が多く昼間も照明が必
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1 月 18 時（17 日）
2 月 18 時（14 日）
3 月 18 時（23 日）
4 月 18 時（20 日）
5 月 19 時（13 日）
6 月 11 時、14 時、19 時（9 日）
7 月 11 時、14 時（10 日）
8 月 14 時（17 日）
9 月 18 時（17 日）
10月 17 時（18 日）
11月 17 時（23 日）











1 日前）に知らされる。年間発動回数に上限（たとえば 10 回）が設定される。













基づいて決定したものである。表 3─1 は TOU の料金を示す。夏季の緊急時には前日に協














るのは TOU であるのに対し、消費者が最も好む料金制度は RTP という結果となった。
3─2. 国内で行われている社会実証実験






























実施内容は以下の通りである。20 円上乗せ TOU に、40 円 /kwh、60 円 /kwh、80 円 /







注：縦軸は料金、横軸は時間。TOU は 23 時～7 時が 8.2 円 /kwh、7 時～10 時と 17 時～23 時が 21.6 円 /
kwh、10 時～17 時が 30.7 円 /kwh。
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実証結果は、TOU が 5％超、CPP が最大 20％弱のピークカット効果が認められた。オ
ール電化世帯の方が高いピークカットを示した。また、TOU による省エネ効果は 3％、
CPP による省エネ効果は 5％であった。












合、混線の発生など電力供給に障害が発生することが懸念された。このため Public Utility 
Commission of Texas（PUCT）の監督のもと、電力市場の管理のために電力事業者を集め
















Reliant Secure Advantage 12 を選択した場合、12 か月間電気料金を固定される。Reliant 
Clear Flex Plan は月ごとに契約を更新していく電気料金体系である。顧客は価格を、契約
時に作成される顧客アカウントから確認できる。Reliant Learn and Conserve 24 は無料で
＄249 相当の「Nest Learning Thermostat」と呼ばれる温度調節装置がオプションでつく
電気料金体系となっている。この温度調節装置はスマートフォン等のデバイスからの遠隔
操作が可能であり、プログラムが自動学習して室温管理を行うことができる。








月額固定サービス料 9.95＄ 800kWh 未満
0.00＄ 800kWh 以上
中途解約料 150＄
Center Point Energy Delivery Charges
従量配送電料 4.9801¢ per kWh
固定配送電料 8.52＄ per month
サービス名 Reliant Clear Flex Plan
契約期間 1 か月ごと
価格のタイプ 変動型
従量電気料金 4.9¢ per kWh
月額固定サービス料 9.95＄ 800kWh 未満
0.00＄ 800kWh 以上
中途解約料 0＄
Center Point Energy Delivery Charges　（上に同じ）
サービス名 Reliant Learn and Conserve 24
契約期間 24 か月
価格のタイプ 固定型
従量電気料金 7.9¢ per kWh
月額固定サービス料 0.00＄ per month
中途解約料 295＄
Center Point Energy Delivery Charges　（上に同じ）
出典： Reliant Energy Retail Service，LLC 公式 HP
「Compare Plans & Sign Up」
注：料金は 2014/9/1 現在のものである。
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関西電力には平均月使用量が 800kWh 未満の個人を対象とする 4 つの料金制度がある。
すなわち、標準的な「従量電灯 A」、平日ピークタイムのピークカット及び夜間のピーク
シフトを促す「はぴ e タイム」、夜間の電力使用を促す「時間帯別電灯」、夏のピークシフ









月額固定サービス料 9.95＄ per kWh
0.00＄ 1,000kWh 未
満
中途解約料 150＄ 1,000kWh 以
上
Center Point Energy 
Delivery Charges
従量配送電料 4¢
固定配送電料 8.72＄ per kWh
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トを促す「季時別電灯 PS」である（表 4─3 を参照）。
従量電灯 A は、関西電力管内において最も多くの人に利用されている。このプランで
は、使用量によって電力量料金単価が異なる 3 段階料金制度となっており、基本料金に含
まれる 15kwh までの料金とは別に 15kWh 超過 120kWh まで、120kWh 超過 300kWh まで





ここではケーススタディとして、具体的な家庭（1 戸建て 4 人世帯。日中在宅者 1 人）
（以下 N 家とする）における電力消費の実態に基づいて、ピークシフトプランと従量電灯
プランの電気料金を比較した。





























































表 4─4 は、N 家と関西電力モデルケースのそれぞれの 1ヶ月の電気使用量を時間帯別
に表している。このデータと関西電力の HP で用意されている電気料金シミュレーショ
ン3）を用いて、電気料金を算出したものが表 4─5 である。ただし燃料費調整額には平成
26 年 10 月度のものを用いた。
表 4─5 から確認される一番の特徴は、ピークシフトプラン間における 2 つのケースの
間の約 6000 円の電気料金差である。N 家の方が関西電力モデルケースよりも総電力使用
量が低いにも関わらず、電気料金は N 家の方が顕著に高くなっている。料金を大きく左
右している要因はピークタイムの電気使用量である。表 4─4 における関西電力のピーク




















ピークシフト（季時別電灯 PS） 15080 9280
従量電灯 A 13080 14081
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いることになる夕方から就寝前と土曜日や日曜・祝日といった時間帯での使用量を抑える




























































ある料金体系 j の下で得られる効用 U jを以下の式で表現する。
U j＝β  1×monthly fee＋β  2×switching cost＋（γ  1 j z  1＋γ  2 j z  2＋…＋γ  nj z  n）
ここで、β 1×monthly fee＋β  2× switching cost は、attributes と呼ばれ、料金体系 j の属
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図 5─3　RTP電力単価と時間帯別価格変化のイメージ
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トの従量料金制では、monthly fee が 9000 円、switching cost が 0 円と設定されている。ま
た、FIX の characteristics の値は 0 に標準化されている。よって、
U j U  FIX＝β  1×9000
を満たせば、消費者は料金体系 j に移行する。
表 5─1 は、計算の結果得られた各個人属性にかかる係数の一覧である5）。
1 の Spring、Summer、Autumn、Winter は、各季節における 1 か月あたりの電気料金
を表し、選択肢の数字が大きいほど高額である。All-electric home は、オール電化住宅を
1：導入している、2：導入していないの 2 択である。次に、1 generation、2 generations、




注 1：“xxxxxD⊖nn” は、xxxxx×10－nn を表す。
注 2：⁂⁂⁂、⁂⁂、⁂ は、それぞれ 1％、5％、10％水準で有意であることを表す。
表 5─1　各個人属性にかかる係数












































All⊖electric home ⊖0.56185⁂⁂⁂ ⊖0.39563⁂⁂⁂ ⊖0.18142⁂ ⊖0.22321⁂⁂ ⊖0.40387⁂⁂⁂
1 generation 0.95237⁂⁂⁂ 0.428 ⊖0.08721 0.45552⁂ 0.63310⁂⁂
2 generations 0.85866⁂⁂⁂ 0.27302 ⊖0.30653 0.37846 0.38274
3 generations 0.83144⁂⁂ 0.25572 ⊖0.32554 0.47751 0.48178
Single 0.75011⁂⁂⁂ 0.43892⁂ ⊖0.08422 0.23804 0.36309
Family size ⊖0.0263 0.07363 0.12532⁂⁂ ⊖0.01507 ⊖0.00601
Education 0.07721⁂⁂⁂ .06628⁂⁂⁂ 0.08895⁂⁂⁂ .04432⁂⁂ 0.03105
Income 0.12373⁂⁂⁂ .06844⁂⁂⁂ 0.11426⁂⁂⁂ .09983⁂⁂⁂ 0.12276⁂⁂⁂













ない。次に Education や Income で正の効用を得ているのは、学歴の高いあるいは収入の
高い人は、電力消費に関心が高いためと考えられる。Area については後述する。
次に、CPP に関して述べる。有意な係数の符号は TOU と同じであり、したがってその















DLC においては、All-electric home、1 generation、Education、Income、Area の係数が
有意である。夫婦のみ世帯においては、1 人のみ在宅している時間が多いと予想され、
DLC によって節電可能な電力量が多いことから係数が正であると考えられる。













U j＝β  1×monthly fee＋β  2×switching cost＋characteristics j  
j＝TOU, CPP, RTP, DLC, MIX
で表される。Characteristics の値は家計によって異なるので、ここでは代表的家計とし
て、各最頻値を実現する家計を想定した。表 5─2 が回答者の最頻パターンである6）。ま
た、表 5─3 は計算された代表的家計の characteristics の値である。
Attribute の係数はβ  1＝⊖0.95953D⊖04、β  2＝⊖0.64912D⊖04 である。各料金体系への移行
料金（switching cost）は、TOU、CPP、RTP においては 7500 円、DLC、MIX においては
11000 円と仮定した。この額は、アンケート調査における switching cost の平均値（前者は
7442 円、後者は 11228 円）に基づく。DLC、MIX において他の料金体系より高いのは、
機器を新たに購入する必要があるためである。
料金体系 j の効用が U  j U  FIX＝β  1×9000 を満たせば、j への移行が生じるから、移行が
生じる最大の monthly fee は次の式で与えられる。
monthly fee 9000－
characteristics j＋β  2×switching cost
β  1


































All-electric home 2 オール電化を導入していない
1 generation 0
2 generations 1 夫婦と子供（2 世代）の世帯
3 generations 0
Single 0
Family size 2 （単位：人）
Education 7 4 年制大学卒
Income 2 年収：300 万円以上 500 万円未満
Area 0 東京電力
表 5─3　各料金制度における characteristics の合計
TOU CPP RTP DLC MIX
characteristics 0.36619 0.22714 0.28302 0.49076 0.16485
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注
  1） 日本において契約口数と電気使用量が最も多いのは東京電力だが、同社において用意されているピ
ークシフトプランは、消費電力の大きい店や事務所向けである。（東京電力で想定されている推奨基
準が 1 か月の使用量 600kWh 以上に対し、電気事業連合会による一般家庭の平均使用量は 300kWh）
そのためここでは、二番目に契約口数・電気使用量が多い関西電力のプランを取り上げる。
  2） 関西電力への電話インタビューによる。
  3） 関 西 電 力 https://www2.kepco.co.jp/home/ryoukin/simu_denki/ser vlet/n08.simulation.
N08NB00Servlet
   ・季時別電灯 PS（ピークシフト）https://www2.kepco.co.jp/home/ryoukin/simu_denki/servlet/n08.
simulation.N08NK00Servlet
  4） 関東電気保安協会 https://www.kdh.or.jp/safe/energy_saving/saving_knowledge/stand_by.html
  5） 決定係数は 14.24％、自由度調整済み決定係数は、14.14％であった。
  6） 代表的家計における家族構成と家族人数の組み合わせは不自然であるが、子供の人数にばらつきが
あるため、最頻値においては起こりうる結果である。
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